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本日は、MFTツリーを活用した分析手法について、話題提供させていただきます

ご報告の全体像 目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

検討の示唆まとめ
4章

背景・目的、および分析手法の全体像
1章

MFTツリーの体系整理（設計思想と具体例）
2章

MFTツリーを用いた分析の試行
3章

分析手法例A：
重要社会課題解決に資する

研究・技術の可視化

分析手法例B：
研究・技術の注目度や動向、

投資状況の分析

分析手法例C：
諸外国に対する我が国の

研究・技術の投資状況の分析

MFTツリーを用いた分析手法



© Arthur D. Little 3© Arthur D. Little 3※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

アジェンダ

検討の示唆まとめ
4章

背景・目的、および分析手法の全体像
1章

MFTツリーの体系整理（設計思想と具体例）
2章

MFTツリーを用いた分析の試行
3章

分析手法例A：
重要社会課題解決に資する

研究・技術の可視化

分析手法例B：
研究・技術の注目度や動向、

投資状況の分析

分析手法例C：
諸外国に対する我が国の

研究・技術の投資状況の分析

MFTツリーを用いた分析手法

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理
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出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

環境/時代変化に適した研究開発戦略の構築に向けて、既存技術区分起点での “Technology
⇒Mission” だけでなく、”M⇔Function⇔T”で有機的に接続・再整理することが重要

検討の背景・目的

 分野横断・ステークホルダ横断的な視点から、
国が取り組むべき社会課題解決(M)に資する研究・技術(T)
に投資していく必要

 “MFT“を活用し、既存の枠組みを超えて、MとTを有機的に
接続・再整理する方法論・コミュニケーションツールを検討

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

 “イノベーション”に取り組む
ステークホルダの拡大・複雑化が進展

‒ 分野間の垣根が曖昧化しているなか、

企業・他省庁もイノベーションに取り組む
動きが活発化

‒ エビデンスに基づく戦略策定の重要性も
増大傾向

背景 目的

MEXTが投資すべきMの
実現に必要な機能Fは何か？

そのFはMEXT管轄の
技術Tとどう紐づくか？

国が取り組むべき
社会課題

民間競争が
盛んな社会課題

必要機能
テーマ A（組織X）

テーマC（組織Y）

テーマB（組織X&Y）

分野・部門
横断的な
での協調

新たな
必要機能 新領域発見

Mission TechnologyFunctionMission Technology

国が取り組むべき
社会課題

民間競争が
盛んな社会課題

新技術領域
の見落とし

領域X
(≒組織X)

領域Y
(≒組織Y)

テーマ A

テーマ C

テーマ B

連携・補完機会
の見落とし
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出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

“MFT”フレームワークとは、技術経営のフレームワークの一つで、M=Mission / Market,  
F=Function, T= TechnologyとしてMとTをFを介して結節することを支援するものである

「MFT」フレームワークとは？

技術視点の

“実現機能

（技術課題）”

Function
（提供機能）

Mission / Market
（社会課題 / 市場）

Technology
（技術・研究）

顧客視点の

“価値・効用”
（嬉しさ）

機能を求める市場・顧客 機能を実現する技術打ち手

打ち手技術階層・方式地域 顧客業種

機械的特性向上

母材コスト削減

電気的特性向上

・・

材料の低価格化

エネルギー
効率改善

柔軟性向上

・・

プロセス

材料（単体）

材料（複合材）

・・

合成技術

精製技術

分離技術

・・

日本

欧州

アジア

・・

自動車

電子部品

住宅設備

・・

社会課題の解決には何が求められているか？
／市場では何を求めているか？

技術・研究テーマはどのような課題を解決するか？

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

本検討ではMission として活用
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MFTを基に、①Mを起点にF, Tを棚卸しMFTの形で体系整理、②MやTにデータを付与し研
究・産業における技術動向、世界の注目度や投資動向等を可視化・分析する方法論を検討

本方法論の設計思想

産業

社会

国家

M（国家社会産業問題） F（機能） T（技術・研究）

環エネ 量子 ・・・

文科省 他 ・・・
文科省Tが

環境エネルギー領域で解決すべきM

【2章】①国費を投じるべき問題解決に
必要な機能を導出し、M-F-Tを体系整理

（適宜ボトムアップに、MEXTの研究テーマと機能を紐づけも実施）

国
費
を
投
じ
る

べ
き
問
題

民
間
の
自
由
競
争

に
ゆ
だ
ね
る
べ
き
問
題

本日の対象外

文科省T

異種アプローチテーマや
補完関係テーマなど

海外

【3章】②社会課題解決に資するTに対して、
研究・技術動向や

国内外の政府投資状況を可視化・分析

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

①②を繰り返し将来的には、
分野俯瞰での投資配分や、

ステークホルダとのコミュニケーション
ツールとしての活用を見据える

論文・特許動向
JST・KAKENの投資動向

Horizon・NSFの
投資動向例：CO2削減

インパクト

可視化・分析

出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである



© Arthur D. Little 7© Arthur D. Little 7

M/Tの付与情報に応じて分析できる内容も変化。例えば、研究ステージや他省庁投資動向
等を付与すると、省内外の連携機会の分析の一助となりえる

*限られた検討期間でトライアルを行うこと、本検討の横展開・発展可能性を考慮しオープンデータで検討することを優先事項に掲げ、データのアベイラビリティ等を総合的に考
慮し、解釈に留意しながら論文分析にはGoogle Scholarを利用
出所：アーサー・ディ・リトル （MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである）

MFTツリーを用いた分析手法の全体像 目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

示唆導出のための追加情報（例）
（MFT ver2）＋

起点となるMFT
（MFT ver1）

…

…

…

M F T

…

追加情報

2章 3章

• Mの社会インパクト
（CO2削減インパクトなど）

• 論文・特許動向
（論文分析にはGoogle Scholar*を使用）

• 国内の投資動向（JST、KAKEN）

• 国内の投資動向（JST）
• 諸外国の投資動向（Horizon, NSF）

• 研究ステージ
• 他省庁の投資動向
• 民間の代表的な投資動向

• 昨今のマクロ環境動向
（新たなMやFの兆しに関する動向）

• 海外スタートアップ動向

導出される示唆（例）

重要社会課題解決に資する
研究・技術の可視化

研究・技術の注目度や動向、
投資状況の分析

諸外国に対する我が国の
研究・技術の投資状況の分析

他省庁への研究橋渡し機会の分析
やポートフォリオの分析

横断的視点からの
新規着手領域候補の分析

手法例A

手法例B

手法例C

今後の可能性

今後の可能性

・
・
・

・
・
・

省内外の連携や
横断的視点からの
新領域提起への
発展可能性
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アジェンダ 目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

検討の示唆まとめ
4章

背景・目的、および分析手法の全体像
1章

MFTツリーの体系整理（設計思想と具体例）
2章

MFTツリーを用いた分析の試行
3章

分析手法例A：
重要社会課題解決に資する

研究・技術の可視化

分析手法例B：
研究・技術の注目度や動向、

投資状況の分析

分析手法例C：
諸外国に対する我が国の

研究・技術の投資状況の分析

MFTツリーを用いた分析手法
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※MFT作成に使用した参考文献は参考資料編を参照
出所：各種二次情報をもとにアーサー・ディ・リトル作成
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

「GX実現に向けた基本方針」をもとにMissionを設定。Missionの実現に必要な機能を要
素分解し、技術/研究テーマと紐づけ、体系整理することでMFTツリーを作成

MFTツリーの体系整理
設計思想

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

Function

演繹的に検討 帰納的に検討

消費者行動変容の促進

F1 F3

・
・
・

生分解性製品の活用 生分解性分子探索の効率向上

微生物探索の効率向上

バイオマス成分分離の効率向上

モノマー生成効率の向上

ポリマー生成効率の向上

製品設計の高度化

成形の高度化

政策効果の理解

消費者行動原理の理解

F2F2

政策効果の理解

消費者行動原理の理解

原料の開発効率向上

原料の量産効率向上

製品製造の高度化

環境影響評価の高度化

Mission
M1 M2 M3 M4M3 M4

廃
棄
物
と
汚
染
の
排
除

二
酸
化
炭
素
削
減
を
通
じ
た
新
産
業

の
創
出
・
経
済
成
長
へ
の
貢
献

サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー

の
推
進

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

国が取り組むべき社会課題に
対する共通認識・体系化

どのような社会問題を解決したいか？

Step1
機能の体系化

社会課題の解決に向けて、
どのような機能が必要か？

Step2
技術・研究テーマの整理

考え得る機能に対して、
どのような研究・技術で貢献できるか？

Step3

Technology

政策効果分析

行動変容分析

マテリアルズインフォマティクス

分子シミュレーション

細胞選別技術

木質成分分離技術

糖化技術

重合技術

発酵技術

設計シミュレーション

3Dプリンティング

生分解評価法

T1

M
FT

の
例

作
成
ス
テ
ッ
プ
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ツリーの体系化の際には、分岐においてMECEかつ論理的な関係性を保つことを留意

MFTツリーの体系整理
MFTの作成のポイント

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

Function

演繹的に検討 帰納的に検討

消費者行動変容の促進

F1 F3

・
・
・

生分解性製品の活用 生分解性分子探索の効率向上

微生物探索の効率向上

バイオマス成分分離の効率向上

モノマー生成効率の向上

ポリマー生成効率の向上

製品設計の高度化

成形の高度化

政策効果の理解

消費者行動原理の理解

F2F2

政策効果の理解

消費者行動原理の理解

原料の開発効率向上

原料の量産効率向上

製品製造の高度化

環境影響評価の高度化

Mission
M1 M2 M3 M4M3 M4

廃
棄
物
と
汚
染
の
排
除

二
酸
化
炭
素
削
減
を
通
じ
た
新
産
業

の
創
出
・
経
済
成
長
へ
の
貢
献

サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー

の
推
進

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

国が取り組むべき社会課題に
対する共通認識・体系化

どのような社会問題を解決したいか？

Step1
機能の体系化

社会課題の解決に向けて、
どのような機能が必要か？

Step2
技術・研究テーマの整理

考え得る機能に対して、
どのような研究・技術で貢献できるか？

Step3

Technology

政策効果分析

行動変容分析

マテリアルズインフォマティクス

分子シミュレーション

細胞選別技術

木質成分分離技術

糖化技術

重合技術

発酵技術

設計シミュレーション

3Dプリンティング

生分解評価法

T1

M
FT

の
例

作
成
ス
テ
ッ
プ

横に広げる

MECE（Mutually Exclusive, 
Collectively Exhaustive：

モレなくダブりなく）を意識

縦につなぐ

縦の関係性を意識し、論理的な飛びが
ないように丁寧に繋ぐことが重要

※MFT作成に使用した参考文献は参考資料編を参照
出所：アーサー・ディ・リトル作成
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである
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環境エネルギー分野における政府がとりくむべきミッションとして「二酸化炭素削減を通
じた新産業の創出・経済成長への貢献」を掲げ、MFTで体系整理

MFTツリーの体系整理
Mの全体像

凡例 XXX 本検討環境エネルギー
分野での検討対象外

*）対応関係「GX実現に向けた基本方針」の”エネルギー安定供給の確保を大前提とした GX に向けた脱炭素の取組”としての”今後の対応”の通し番号に対応。
**）他M4のMFTで概念をカバー。 出所：各種二次情報（参考資料編に記載の参考文献参照）をもとにアーサー・ディ・リトルが作成

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

M（政府が対応すべき環境・エネルギー分野のミッション）
M3 M4

原子力の活用

蓄電池産業の支援
多様な発電源による電力の調整
カーボンリサイクル/CCSの促進
吸収源の機能強化

再エネの主力電源化

一次産業の省エネ化促進・エ
ネルギー源の転換促進

二次産業の省エネ化促進・エ
ネルギー源の転換促進

三次産業の省エネ化促進・エ
ネルギー源の転換促進

水素・アンモニアの導入促進
水素の導入促進
アンモニアの導入促進

風力の主力電源化
太陽光の主力電源化

その他再エネの主力電源化

製造業の省エネ化促進・エネルギー源の転換促進
住宅・建築物の省エネ化促進・エネルギー源の転換促進

その他三次産業の省エネ化促進・エネルギー源の転換促進

その他一次産業の省エネ化促進・エネルギー源の転換促進
食料・農林水産業の省エネ化促進・エネルギー源の転換促進

インフラの省エネ化促進・エネルギー源の転換促進**

その他二次産業の省エネ化促進・エネルギー源の転換促進
運輸部門の省エネ化促進・エネルギー源の転換促進
データセンターの省エネ化促進

M2

非化石燃料由来の
エネルギー
供給体制の整備

二酸化炭素排出
削減の徹底

温室効果ガス吸収
の促進

サーキュラー
エコノミーの推進

対応
関係*

3

7
5
8
13

14

2

6

14

4

1
1
11

12

1
9
10

1

必要資源の確保

M1M0

地
球
規
模
で
の
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
の
向
上

二酸化炭素削減
を通じた

新産業の創出・
経済成長への貢献

-

-

自然環境の保全および自然災害への対策

生物多様性の担保

気候変動への適応を
通じた新産業の創出
・経済成長への貢献

自然の再生

廃棄物と汚染の排除

高価値での製品・資源の循環
推進

再利用・リファービッシュ・再製造の促進
シェアリング・メンテナンスの促進

リサイクルの促進

2章：
MFTツリーの
実例として紹介
（p.12～14）

3章：
MFTツリーを

用いた分析事例
として紹介
（p.21～32）
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例えば、「サーキュラーエコノミーの推進」では、MFTで整理し、各技術がどのような機
能、ミッションの実現に貢献する技術であるかを下記の通り可視化

MFTツリーの体系整理
例：「サーキュラーエコノミーの推進」 1/3

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

Technology
T1

政策効果分析

行動変容分析

マテリアルズインフォマティクス

分子シミュレーション

細胞選別技術

木質成分分離技術

糖化技術

重合技術

発酵技術

設計シミュレーション

3Dプリンティング

生分解評価法

ビッグデータ

ブロックチェーン技術

分析AI
ライフサイクルアセスメント

Consequential LCA

Dynamic LCA
Life cycle sustainability analysis

Anticipatory LCA
Prospective LCA
Ex–Ante LCA

物質動態解析

マテリアルフロー分析

産業連関分析

Mission
M1 M2 M3 M4M3 M4

廃
棄
物
と
汚
染
の
排
除

消費者行動変容の促進 政策効果の理解

消費者行動原理の理解

生分解性製品の活用 原料の開発効率向上 生分解性分子探索の効率向上

微生物探索の効率向上

原料の量産効率向上 バイオマス成分分離の効率向上

モノマー生成効率の向上

ポリマー生成効率の向上

製品製造の高度化 製品設計の高度化

成形の高度化

環境影響評価の高度化

データ分析基盤の確立

循環性評価の確立 基盤の確立 データ取得法の確立

評価手法の高度化

二
酸
化
炭
素
削
減
を
通
じ
た
新
産
業
の
創
出
・
経
済
成
長
へ
の
貢
献

サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
推
進

・
・
・

Function
F1 F3F2

出所：各種二次情報（参考資料編の参考文献参照）をもとにアーサー・ディ・リトルが作成
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである
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出所：各種二次情報（参考資料編の参考文献参照）をもとにアーサー・ディ・リトルが作成
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

理工学系だけでなく人文科学・社会科学系の研究・技術も含めて体系化を実施

MFTツリーの体系整理
例：「サーキュラーエコノミーの推進」 2/3

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

Function
F1

Mission※
M1 M2

二
酸
化
炭
素
削
減
を
通
じ
た
新
産
業
の
創
出
・
経
済
成
長
へ
の
貢
献

サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
推
進

M3 M4M3 M4

高
価
値
で
の
製
品
・
資
源
の
循
環
推
進

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
・

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
促
進

再
利
用
・
リ
フ
ァ
ー
ビ
ッ
シ
ュ
・

再
製
造
の
促
進

シェアリングの高度
化

メンテナンスの高度
化

再利用・リファー
ビッシュの高度化

再製造の高度化

F3

接合法の高度化
接合用素材の高度化

候補発案の効率化

候補検証の効率化

位置情報検知の高度化
需要予測の高度化
通信基盤の整備

人的要因の解消

状態検知の高度化
状態判断の高度化

トレーサビリティの担保

マテリアルフローの可視化
マテリアルフローの分析

F2
遊休資産と利用者のマッチング促
進

使用可能期間の延伸
事故・トラブルの防止
収益性の高いビジネスモデル探索
異常検知の高度化

修理の効率化

性能評価の高度化

修復の高度化

解体・分離性向上

製品デザインの高度化

再製造製品に対する顧客の
受容性の構築

リファービッシュ製品に対する顧
客の受容性の構築

マテリアルフローの最適制御

再利用に適した設計デザイン

Technology
T1

GPS
行動予測AI

長寿命化
通信技術

行動分析
ビジネスモデル研究
異常検知センサー

ロボティクス技術
AI

劣化診断
性能診断
修理技術

接着剤
接合法
生成AI
生成系AI
デジタルツイン

社会受容性評価
行動モデリング
社会構造モデリング

ライフサイクルアセスメント

ブロックチェーン
マテリアルフロー分析

デジタルツイン

社会受容性評価
行動モデリング
社会構造モデリング

3Dモデリング
環境配慮設計デザイン

・
・
・

※前頁とはM3,M4が異なる
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出所：各種二次情報（参考資料編の参考文献参照）をもとにアーサー・ディ・リトルが作成
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

（続き）

MFTツリーの体系整理
例：「サーキュラーエコノミーの推進」 3/3

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

Mission
M1 M2 M3 M4M3 M4

二
酸
化
炭
素
削
減
を
通
じ
た
新
産
業
の
創
出
・
経
済
成
長
へ
の
貢
献

サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
推
進

高
価
値
で
の
製
品
・
資
源
の
循
環
推
進

リ
サ
イ
ク
ル
の
促
進

廃棄物回収プロセス高
度化

廃棄物回収ルートの最適化 正確な廃棄量データの取得

廃棄場所・量に基づくルート最適化
廃棄物単離プロセス高
度化

選別・分離の高度化

洗浄の高度化

有価資源への変換プロ
セス高度化

化学変換プロセスの高度化

生物変換プロセスの高度化

再生材活用製品の製造
プロセス高度化

収益性の高いビジネス
モデル探索

Technology
T1

センシング技術

ルート最適化AI

分離技術

選別技術

洗浄技術

除去技術

溶解技術

脱重合技術

融解技術

モノマー単離技術

濃縮技術

精製技術

発酵

精錬技術

酵素

配合技術

成形技術

ビジネスモデル研究・
・
・

Function
F1 F3F2

※前頁とはM3,M4が異なる
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アジェンダ 目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

検討の示唆まとめ
4章

背景・目的、および分析手法の全体像
1章

MFTツリーの体系整理（設計思想と具体例）
2章

MFTツリーを用いた分析の試行
3章

分析手法例A：
重要社会課題解決に資する

研究・技術の可視化

分析手法例B：
研究・技術の注目度や動向、

投資状況の分析

分析手法例C：
諸外国に対する我が国の

研究・技術の投資状況の分析

MFTツリーを用いた分析手法
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体系化したMFTに対して、 MやTに情報を付与し、世界の注目度、研究・産業における技
術動向や国内外の投資動向等を可視化・分析する方法論を検討

*限られた検討期間でトライアルを行うこと、本検討の横展開・発展可能性を考慮しオープンデータで検討することを優先事項に掲げ、データのアベイラビリティ等を総合的に考慮し、
解釈に留意しながら論文分析にはGoogle Scholarを利用
出所：アーサー・ディ・リトル （MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである）

MFTツリーを用いた分析手法 目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

示唆導出のための追加情報（MFT ver2）

• Mの社会インパクト
‒ 2030年目標に対するCO2削減幅
‒ 2030年の目標達成必要な変化率(現在～

2030年)と過去5年の変化率との差分

• 論文・特許動向
（論文分析にはGoogle Scholar*を使用）

• 国内の投資動向（JST、KAKEN）

• 国内の投資動向（JST）
• 諸外国の投資動向（Horizon, NSF）

重要社会課題解決に資する
研究・技術の可視化

研究・技術の注目度や動向、
投資状況の分析

諸外国に対する我が国の
研究・技術の投資状況の分析

手法例A

手法例B

手法例C

導出される示唆＋起点となるMFT（MFT ver1）

…

…

…

M F T

…

追加情報

2章 3章
（ABCそれぞれの検討例を次頁以降で紹介）
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アジェンダ

検討の示唆まとめ
4章

背景・目的、および分析手法の全体像
1章

MFTツリーの体系整理（設計思想と具体例）
2章

MFTツリーを用いた分析の試行
3章

分析手法例A：
重要社会課題解決に資する

研究・技術の可視化

分析手法例B：
研究・技術の注目度や動向、

投資状況の分析

分析手法例C：
諸外国に対する我が国の

研究・技術の投資状況の分析

MFTツリーを用いた分析手法

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理
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MFT ver1（前述のMFT）

Mのインパクトに関する定量データ
• 2030年の目標に対するCO2削減幅

• 2030年の目標達成必要な変化率(現在～2030
年)と過去5年の変化率との差分

出所：アーサー・ディ・リトル作成
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

「CO2削減を通じた新産業の創出・経済成長への貢献」に向けた各Mのインパクト情報を
MFTに追加することで、重要Mの実現に寄与するTに投資できているかを分析可能

手法例A：重要社会課題解決に資する研究・技術の可視化
基本的な考え方

示唆導出のための追加情報（MFT ver2） 導出される示唆

重要社会課題解決に資する
研究・技術の可視化

手法例A

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

TM F

…

…

CO2削減
を通じた
新産業の
創出・
経済成長
への貢献

Mの社会的インパクトに関する定量データの付与

重要社会
課題解決
に貢献
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※1：各Mにおける“の省エネ化促進・エネルギー源の転換促進”の文言を省略し記載。※2：当分野の2030年目標/見通しを達成するために必要な年平均変化率(2021年-2030年, CO2排出量等)を、2017年～2021年等実績の
年平均変化率で除して算出。ただし、「セメント」は2017～2021年ではなく、2020-2021年、自動車製造業：「2019-2021年」を採用。※3：化石燃料(石油)発電と比較して削減しているCO2吸収量として算出、※4：
本方法論検討の目的からデータの一般性と他検討との整合性を考慮し、既に国の他検討で公開されている試算前提・試算結果を活用。※5：「必要資源の確保」においては、CO2排出量/吸収量の実績や目標は未公表
出所：各種二次情報（詳細は参考資料編参照）をもとにアーサー・ディ・リトル作成（MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである）

削減目標達成に向けて必要な変化率と過去5年のペースとの差異大のM（＝目標達成に向けてペースの加

速が必要）は、アーリーステージへの投資役割を持つMEXTにとって重要Mの候補となりえる

手法例A：重要社会課題解決に資する研究・技術の可視化
重要社会課題解決に資する”M”の抽出

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

2021年(実績) 2030年
(目標/見通し)

2050年
(目標/見通し) 2021年-2030年 2021年-2050年

食料・農林水産業 15,710 7,606 0 8,103 15,710 2.3
鉄鋼業 124,299 120,326 N/A 3,973 N/A 0.1
化学工業 106,551 87,418 N/A 19,132 N/A 1.3
セメント製造業 39,650 38,140 N/A 1,510 N/A 0.5
製紙業 15,070 13,547 0 1,523 15,070 0.3
自動車製造業 5,200 4,630 N/A 570 N/A 0.2
住宅・建築物 116,536 74,751 N/A 41,785 N/A 3.7
運輸部門 184,763 145,758 N/A 39,004 N/A 0.7
データセンター 445 N/A N/A N/A N/A 0.5
太陽光の主力電源化 5,984 9,737 N/A 3,753 N/A 0.5
風力の主力電源化 653 3,246 N/A 2,592 N/A 2.0
原子力の活用 4,921 13,632 N/A 8,711 N/A 0.6
水素・アンモニアの導入促進 0 649 N/A 649 N/A N/A
蓄電池産業の支援 19,467 38,299 N/A 18,832 N/A 0.9
多様な発電源による電力の調整 19,467 38,299 N/A 18,832 N/A 0.9

カーボンリサイクル/CCSの促進 0 N/A -33,000 N/A 33,000 N/A

吸収源の機能強化 -47,643 -38,000 N/A 9,643 N/A 1.2

29,885 25,829 N/A 4,057 N/A 8.6

N/A N/A N/A N/A N/A N/A

サーキュラーエコノミーの推進

温室効果ガス
吸収の促進

必要資源の確保

CO2削減インパクト試算結果（ktCO2）

二酸化炭素排出
削減の徹底

非化石燃料由来
のエネルギー供給
体制の整備

M2 M3-M5(産業/部門抜粋 ※
1)

CO2排出量/吸収量(kt CO2)(※2,3) 目標達成に求められる
ペース(※2)
/過去5年のペース

試算前提および出所（詳細は参考資料編p.XX

サーキュラーエコノミーの推進

風力の主力電源化

食料・農林水産業

住宅・建築物

(※5)

次頁で
紹介

M2 M3-M5(産業/部門抜
粋 ※1) 2021年

(実績)
2030年
(目標/見通し)

2050年
(目標/見通し)

CO2排出量/吸収量(kt CO2)(※2,3)

2021年実績－
2030年目標/見通し

2021年実績－
2050年目標/見通し

目標達成に
必要なペース÷
過去5年のペー
ス (倍) (※2)

CO2削減インパクト（ktCO2）
試算対象および出所(※4)
（詳細は参考資料編参照）

• 試算対象：各産業/部門における将
来のCO2排出量目標が達成された
際に削減できるCO2量
※産業においては、購入電力由来(Scope2)
のCO2削減見通しを差し引いて試算

• 出所：国立環境研究所、電力中央
研究所、経済産業省、資源エネル
ギー庁などの資料を参照

• 試算対象：「第6次エネルギー基

本計画」で提示されるエネルギー
転換(電源構成比見通し)が達成さ
れた場合に削減できるCO2量

• 出所： 電力中央研究所、経済産

業省、資源エネルギー庁などの資
料を参照

• 試算対象：各目標が達成された場
合に削減/吸収できるCO2量

• 出所：国立環境研究所、経済産業
省、環境省などの資料を参照
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出所：アーサー・ディ・リトル作成（参考文献の詳細は、参考資料編を参照）
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

Mのインパクト分析を踏まえると、「サーキュラーエコノミーの推進」に資するTはカーボ
ンニュートラルに向けた重要技術/研究の一つとなりえる

手法例A：重要社会課題解決に資する研究・技術の可視化
重要社会課題解決に資するMの例「サーキュラーエコノミーの推進」

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

Function
F1

Mission
M1 M2

二
酸
化
炭
素
削
減
を
通
じ
た
新
産
業
の
創
出
・
経
済
成
長
へ
の
貢
献

サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
推
進

M3 M4M3 M4

高
価
値
で
の
製
品
・
資
源
の
循
環
推
進

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
・

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
促
進

再
利
用
・
リ
フ
ァ
ー
ビ
ッ
シ
ュ
・

再
製
造
の
促
進

シェアリングの高度
化

メンテナンスの高度
化

再利用・リファー
ビッシュの高度化

再製造の高度化

F3

接合法の高度化
接合用素材の高度化

候補発案の効率化

候補検証の効率化

位置情報検知の高度化
需要予測の高度化
通信基盤の整備

人的要因の解消

状態検知の高度化
状態判断の高度化

トレーサビリティの担保

マテリアルフローの可視化
マテリアルフローの分析

F2
遊休資産と利用者のマッチング促
進

使用可能期間の延伸
事故・トラブルの防止
収益性の高いビジネスモデル探索
異常検知の高度化

修理の効率化

性能評価の高度化

修復の高度化

解体・分離性向上

製品デザインの高度化

再製造製品に対する顧客の
受容性の構築

リファービッシュ製品に対する顧
客の受容性の構築

マテリアルフローの最適制御

再利用に適した設計デザイン

Technology
T1

GPS
行動予測AI

長寿命化
通信技術

行動分析
ビジネスモデル研究
異常検知センサー

ロボティクス技術
AI

劣化診断
性能診断
修理技術

接着剤
接合法
生成AI
生成系AI
デジタルツイン

社会受容性評価
行動モデリング
社会構造モデリング

ライフサイクルアセスメント

ブロックチェーン
マテリアルフロー分析

デジタルツイン

社会受容性評価
行動モデリング
社会構造モデリング

3Dモデリング
環境配慮設計デザイン

・
・
・

「
サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
推
進
」
に
資
す
るT
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アジェンダ

検討の示唆まとめ
4章

背景・目的、および分析手法の全体像
1章

MFTツリーの体系整理（設計思想と具体例）
2章

MFTツリーを用いた分析の試行
3章

分析手法例A：
重要社会課題解決に資する

研究・技術の可視化

分析手法例B：
研究・技術の注目度や動向、

投資状況の分析

分析手法例C：
諸外国に対する我が国の

研究・技術の投資状況の分析

MFTツリーを用いた分析手法

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理
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MFT ver1（前述のMFT）

*）JSTの投資状況は一定の前提を置き試算（詳細は参考資料編を参照）
出所：アーサー・ディ・リトル作成
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

MFTのM×Tの各キーワードに対して論文・特許動向やJST・KAKENデータを付与・対比す
ることで、研究・技術の注目度や動向、投資状況の可視化・分析方法を検討

手法例B：研究・技術の注目度や動向、投資状況の分析
基本的な考え方

TM

文科省
環エネM

示唆導出のための追加情報（MFT ver2）

産業・研究ステージに資する情報や、省庁の投資状況の付与

導出される示唆

F

…

…

文科省 T …

• 論文・特許動向
• JST*・KAKENの投資状況

黎明期

ピーク期

啓発期
産業
移管

安定期

研究・技術の注目度や動向、
投資状況の分析

手法例B
○○省 T

要注目？

…

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

…

○○省 T
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*) 限られた期間内での試行、および成果の横展開を見据えた公開データベースの利用を意識し、定量指標は選定。** ) JSTの投資状況は一定の前提を置き試算（詳細は参考資料編を参
照）***) Google Scholarの成長率は2017年から2023年の年平均成長率＝{(“2023年値”) / (“2017年値”)} ^ (1/6) - 1 、その他項目の成長率は2012年から2017年までの累積値と2012年から
2023年までの累積値の間での成長率＝{(“2012年~2023年累積値”) / (“2012年~2017年累積値")} ^ (1/6) - 1で試算。但し、国内特許は申請から反映にかかる期間を考慮して2021年までの成長
率＝{(“2012年~2021年累積値”) / (“2012年~2017年累積値”)} ^ (1/4) - 1で試算。その他の各指標の定義、試算前提は参考資料編を参照
出所：アーサー・ディ・リトル作成（MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである）

論文・特許動向から、研究・技術への世界の注目度、産業の技術動向を図示。JST・
KAKENの投資状況と合わせることで、研究・産業ステージに対する投資状況を可視化

手法例B：研究・技術の注目度や動向、投資状況の分析
基本的な考え方

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

世界でホットになり
える兆しがある研
究・技術分野か

国内産業側の関心の
高い研究・技術分野
か

日本の国プロで、戦
略的に投資してきた
研究・技術分野か

日本において、研究
者層が厚い研究・技
術分野か

評価の視点

• Google Scholar件数絶対数
（2023年）

• Google Scholar件数成長率
***（2017～2023年の成長率）

• 国内特許累積件数成長率***
（2012~2017年の累積値と
2012~2021年の累積値間の成長
率）

• JST**累積投資金額成長率
***（2012~2017年の累積値と

2012~2023年の累積値間の成長
率）

• KAKEN累積投資金額成長率
*** （JSTと同様の期間で算出）

定量指標*

世界の
注目度

国内産業の
技術動向

国内の
投資状況

国内の
研究者層

研究・技術の
注目度や動向、
投資状況の分析

手法例B 1

2

3

4

世界の注目度
（Google Scholar件数 成長率）

高低

バブルカラー：

国内研究者層
（他は上図と同様） 

4

国
内
産
業
の
技
術
動
向

低

高

バブルカラー：

国内投資状況

バブルサイズ：

世界の注目度
（Google Scholar
            件数絶対値）

2

1

1

3
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時間

幻滅期黎明期

「過度な期待」のピーク期

生産性の安定期

期
待
度

ハイプ・サイクル*：ガートナーのハイプ・サイクルは、テクノロジとアプリケーションの成熟度と採用状況、およびテクノロジとアプリケーションが実際のビジネス課題の解決や新たな機会の
開拓にどの程度関連する可能性があるかを図示したもの（Gartner webサイトより引用）
出所：Gartner webサイト等をもとに、アーサー・ディ・リトル作成（MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである）

M×Tのキーワードごとに論文・特許件数、JST/KAKEN投資状況をプロットすることで、
社会課題解決に資するTの注目度、産業の技術動向に対する国内の投資状況を可視化

手法例B：研究・技術の注目度や動向、投資状況の分析
基本的な考え方

ハイプ・サイクル*

研究・技術の注目度や動向、投資状況の分析
手法例B

国
内
産
業
の
技
術
動
向

（
国
内
特
許
累
積
件
数
の
成
長
率
）

産業からの注目度が上昇中。
JST/KAKENの投資状況は？

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

…

…

…

M F T

M×Tの
キーワードごとに
論文・特許件数、

JST/KAKEN投資状況
を抽出

アーリー
ステージ

産業化ステージ

世界の注目度
（Google Scholar 検索件数の成長率）

M×Tごとに
バブルチャート
にプロット

バブルカラー：JST / KAKEN投資状況
（JST、KAKENでそれぞれプロット）

件数

世界で注目度が上昇中。
JST/KAKENの投資状況は？

注：方法論の試行を優先し、各プロットの正しさは未検証
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電力&エネルギーモデル

電力&分散型エネルギーリソース

電力&マイクログリッド

電力&VPP

電力&エネルギーマネジメントシステム

電力&ブロックチェーン

電力&V2X電力&V2G

電力&スマートインバータ

成長率>25% 25%≧成長率>0% 0%≧成長率

※Google Scholarには論文以外の文書も含まれる。※灰色点線上は、初期値が0件のため成長率を定義できない項目が含まれるため解釈に要留意。検索でヒットしなかった項目が0%の直線上に、また成
長率を計算する際の初期値が0であるが終期値が非0である項目が100%の直線上にプロット分布。※Google Scholarの成長率は2017年から2023年の年平均成長率＝{(“2023年値”) / (“2017年値”)} ^ (1/6) -
1 、その他項目の成長率は2012年から2017年までの累積値と2012年から2023年までの累積値の間での成長率＝{(“2012年~2023年累積値”) / (“2012年~2017年累積値”)} ̂  (1/6) - 1で試算。但し、国内特許は
申請から反映にかかる期間を考慮して2021年までの成長率＝{(“2012年~2021年累積値”) / (“2012年~2017年累積値”)} ^ (1/4) - 1で試算。
出所：各種二次情報をもとにアーサー・ディ・リトル作成

「電力&マイクログリッド」は研究投資、研究者層の育成がなされてきた分野で国内特許数
も増加傾向。産業化支援事業への橋渡しを意識することが有効か

手法例B：研究・技術の注目度や動向、投資状況の分析
可視化結果 M「多様な発電源による電力の調整」

国
内
特
許

累
積
件
数
成
長
率
（
％
）

Google Scholar 件数成長率（％）

多

少

Google
Scholar
件数
絶対値

KAKEN累積投資金額成長率JST 累積投資金額成長率

国
内
特
許

累
積
件
数
成
長
率
（
％
）

成長率>15% 15%≧成長率>0% 0%≧成長率

-25 -20 -10 -5 0 5 15 40
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10
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25
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35

40

45

100

200

-15

電力&エネルギーモデル

電力&エネルギーマネジメントシステム

電力&分散型エネルギーリソース

電力&マイクログリッド

電力& VPP

電力&スマートインバータ

電力&ブロックチェーン

電力&V2X
電力&V2G

多

少

Google
Scholar
件数
絶対値

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

研究投資、研究者層の育成がなさ
れてきた分野で特許も増加傾向。
産業移行を見据え、産業化支援事
業への橋渡しを意識することが有
効か

多様な発電源による電力の調整

Google Scholar 件数成長率（％）

注：方法論の試行を優先し、各プロットの正しさは未検証
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0

水素&アルカリ水電解

水素&触媒 塗工

水素&淡水化

水素&メチルシクロヘキサン

水素&水素吸蔵合金

水素&AI 制御

水素&水素 化学品 合成

水素&合成燃料

水素&SAF

水素&水素 還元 製鉄

水素&合成メタン

水素の導入促進

成長率>25% 25%≧成長率>0% 0%≧成長率

※Google Scholarには論文以外の文書も含まれる。※灰色点線上は、初期値が0件のため成長率を定義できない項目が含まれるため解釈に要留意。検索でヒットしなかった項目が0%の直線上に、また成
長率を計算する際の初期値が0であるが終期値が非0である項目が100%の直線上にプロット分布。※Google Scholarの成長率は2017年から2023年の年平均成長率＝{(“2023年値”) / (“2017年値”)} ^ (1/6) -
1 、その他項目の成長率は2012年から2017年までの累積値と2012年から2023年までの累積値の間での成長率＝{(“2012年~2023年累積値”) / (“2012年~2017年累積値”)} ̂  (1/6) - 1で試算。但し、国内特許は
申請から反映にかかる期間を考慮して2021年までの成長率＝{(“2012年~2021年累積値”) / (“2012年~2017年累積値”)} ^ (1/4) - 1で試算。
出所：各種二次情報をもとにアーサー・ディ・リトル作成

「水素& SAF」は国際的に注目度が高まっている模様。国内に研究者層は一定存在するも
のの、JSTでの支援はまだ限定的な可能性が示唆

手法例B：研究・技術の注目度や動向、投資状況の分析
可視化結果 M「水素の導入促進」

国
内
特
許

累
積
件
数
成
長
率
（
％
）

Google Scholar 件数成長率（％） Google Scholar 件数成長率（％）

多

少

Google
Scholar
件数
絶対値

KAKEN累積投資金額成長率JST 累積投資金額成長率

国
内
特
許

累
積
件
数
成
長
率
（
％
）

成長率>15% 15%≧成長率>0% 0%≧成長率
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55
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20 60

水素&触媒 塗工

水素&アルカリ水電解

水素&淡水化

水素&メチルシクロヘキサン

水素&水素吸蔵合金

水素&AI 制御

水素&水素 化学品 合成

水素&合成燃料

水素&SAF

水素&水素 還元 製鉄

水素&合成メタン

多

少

Google
Scholar
件数
絶対値

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

国際的に注目されつつあり、国内でも研究者者層は一定存在。
政府の戦略的な研究投資先として一目置くと良いのではないか

注：方法論の試行を優先し、各プロットの正しさは未検証
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アジェンダ

検討の示唆まとめ
4章

背景・目的、および分析手法の全体像
1章

MFTツリーの体系整理（設計思想と具体例）
2章

MFTツリーを用いた分析の試行
3章

分析手法例A：
重要社会課題解決に資する

研究・技術の可視化

分析手法例B：
研究・技術の注目度や動向、

投資状況の分析

分析手法例C：
諸外国に対する我が国の

研究・技術の投資状況の分析

MFTツリーを用いた分析手法

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理
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MFT ver1（前述のMFT）

*）JSTの投資状況は一定の前提を置き試算（詳細は参考資料編を参照）
出所：アーサー・ディ・リトル作成
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

MFTのM×Tの各キーワードに対し、国内・諸外国政府の投資状況を付与することで、諸外
国に対する日本の研究・技術の投資状況の可視化・分析方法を検討

手法例C：諸外国に対する我が国の研究・技術の投資状況の分析
基本的な考え方

文科省
環エネM

MFTへのデータの付与（MFT ver2）

国内・諸外国政府の投資状況の付与

導出される示唆

…

JST*の
投資状況

諸外国に対する我が国の
研究・技術の投資状況の分析

手法例C

…

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

TM F

文科省 T（JST） …Horizon NSF

比較

比較

…

比較

比較

Horizonの
投資状況

NSFの
投資状況
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低

高

*) 限られた期間内での試行、および成果の横展開を見据えた公開データベースの利用を意識し、定量指標は選定。** ) JSTの投資状況は一定の前提を置き試算（詳細は参考資料編を参照）
***) 成長率は2014年から2017年までの累積値と2014年から2023年までの累積値の間での成長率＝{(“2014年~2023年累積値”) / (“2014年~2017年累積値”)} ^ (1/6) – 1で試算。その他の各指標の定
義、試算前提は参考資料編を参照
出所：アーサー・ディ・リトル作成（MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである）

諸外国はHorizon・NSFの投資状況、日本はJSTの投資状況を対象に、可視化・分析を実施

手法例C：諸外国に対する我が国の研究・技術の投資状況の分析
基本的な考え方

評価の視点 定量指標*

諸外国に対する
我が国の

研究・技術の
投資状況の分析

諸外国はどの技術/研究に
どの程度投資しているか

日本はどの技術/研究に
どの程度投資しているか

• Horizon（またはNSF）
の累積投資金額絶対値
（2014~2023年の累積値）

• Horizon（またはNSF）
の累積投資金額成長率
***（2014~2017年の累積値

と2014~2023年の累積値間
の成長率）

• JST**の累積投資金額
絶対値（Horizonと同様の
期間で算出）

• JST**の累積投資金額
成長率*** （Horizonと同

様の期間で算出）

諸外国の
投資状況

日本の
投資状況

手法例C

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

バブルカラー：日本の投資状況
（累積投資額の成長率）

バブルサイズ：諸外国の投資状況
（累積投資額の成長率）

1

2

1

2

諸外国の投資状況
（累積投資金額の絶対値）

日
本
の
投
資
状
況

（
累
積
投
資
金
額
の
絶
対
値
）

1

2
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均衡基準線※

…

…

…

M F T

M×Tのキーワードごとに
JST、Horizon、NSFの

投資状況を抽出

Horizon / NSFの投資状況
（累積投資金額の絶対値（十億円））

JST

の
投
資
状
況

（
累
積
投
資
金
額
の
絶
対
値
（
十
億
円
）
）

Horizon, NSFに比して
JSTの方が投資が盛ん

Horizon, NSFに比して
JSTの方が投資が劣後

M×Tの
投資状況を

バブルチャートに
プロット

低

高

補足：前頁で定義のとおり、バブルカラー：JSTの投資状況（累積投資額の成長率）、バブルサイズ：HorizonまたはNSFの投資状況（累積投資額の成長率）を示す。なお、JSTの投資状況は一定の前提
を置き試算（詳細は参考資料編を参照）※赤色点線は均衡基準を示す。海外政府、日本政府の各該当ファンドの対象研究題目の予算全体額から試算。点線上では予算全体額に対する個別項目の予算金
額の割合が縦軸と横軸で一致する
出所：各種二次情報をもとにアーサー・ディ・リトル作成（MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである）

M×TのキーワードごとにJST、Horizon、NSFの投資状況をバブルチャート上にプロットす
ることで、社会課題解決に資するTの諸外国に対する日本の投資状況を可視化

手法例C：諸外国に対する我が国の研究・技術の投資状況の分析
基本的な考え方

諸外国に対する我が国の研究・技術の投資状況の分析
手法例C

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

注：方法論の試行を優先し、各プロットの正しさは未検証
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「電力&デマンドレスポンス」「電力&エネルギーマネジメントシステム」はHorizon, NSF
の両方で積極投資中。JSTは、金額は限定的だが近年増加傾向

手法例C：諸外国に対する我が国の研究・技術の投資状況の分析
可視化結果 M「多様な発電源による電力の調整」
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電力&エネルギーマネジメントシステム

電力&デマンドレスポンス

電力&マイクログリッド

電力&発電量 予測
電力&インバータ

電力&ブロックチェーン

電力&セキュリティ

電力&電力 計画 システム

電力&エネルギーモデル

成長率>15% 15%≧成長率>0% 0%≧成長率

投資状況の比較  JST 対 Horizon
JST累積投資金額成長率 ※2
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400
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電力&電力 計画 システム

電力&スマートメータ

電力&エネルギーモデル

電力&超電導 線材

電力&デマンドレスポンス

電力&マイクログリッド

電力&ブロックチェーン

電力&セキュリティ

電力&エネルギーマネジメントシステム

成長率>15% 15%≧成長率>0% 0%≧成長率

投資状況の比較  JST 対 NSF
JST累積投資金額成長率 ※2

多様な発電源による電力の調整

Horizon累積投資金額 絶対値（十億円） NSF累積投資金額 絶対値（十億円）

JST

累
積
投
資
金
額

絶
対
値
（
十
億
円
）

JST

累
積
投
資
金
額

絶
対
値
（
十
億
円
）

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

※1：赤色点線は均衡基準を示す。海外政府、日本政府の各該当ファンドの対象研究題目の予算全体額から試算。点線上では予算全体額に対する個別項目の予算金額の割合が縦軸と横軸で一致する。
※2：成長率は2014年から2017年までの累積値と2014年から2023年までの累積値の間での成長率＝{(“2014年~2023年累積値”) / (“2014年~2017年累積値”)} ̂  (1/6) - 1で試算
出所：各種二次情報をもとにアーサー・ディ・リトル作成（MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである）

Horizon、NSFの両方で投資が盛ん。JSTは、投資額
は劣後しているが、近年投資を強化傾向ともいえる。
継続注視していくと有効ではないか

均衡基準※1均衡基準※1

注：方法論の試行を優先し、各プロットの正しさは未検証

低

高

NSF
累積

投資金額
成長率※2

低

高

Horizon
累積

投資金額
成長率※2



© Arthur D. Little 32© Arthur D. Little 32

※1：赤色点線は均衡基準を示す。海外政府、日本政府の各該当ファンドの対象研究題目の予算全体額から試算。点線上では予算全体額に対する個別項目の予算金額の割合が縦軸と横軸で一致する。
※2：成長率は2014年から2017年までの累積値と2014年から2023年までの累積値の間での成長率＝{(“2014年~2023年累積値”) / (“2014年~2017年累積値”)} ̂  (1/6) - 1で試算
出所：各種二次情報をもとにアーサー・ディ・リトル作成（MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである）

「水素 エンジン」はJSTに比してHorizon, NSFの両方で積極投資が行われている可能性。
一方、JSTは投資絶対額・増加率ともに限定的

手法例C：諸外国に対する我が国の研究・技術の投資状況の分析
可視化結果 M「水素の導入促進」
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成長率>15% 15%≧成長率>0% 0%≧成長率JST累積投資金額成長率 ※2

Horizon累積投資金額 絶対値（十億円）
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成長率>15% 15%≧成長率>0% 0%≧成長率JST累積投資金額成長率 ※2
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累
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（
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円
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積
投
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絶
対
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（
十
億
円
）

水素の導入促進

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理

Horizon、NSFの両方で投資が盛ん。
一方、JSTは絶対額・増加率ともに相対
的に手薄。政府の戦略的な研究投資先
として一目置くと良いのではないか

NSF累積投資金額 絶対値（十億円）

均衡基準※1

均衡基準※1

注：方法論の試行を優先し、各プロットの正しさは未検証

投資状況の比較  JST 対 Horizon 投資状況の比較  JST 対 NSF

低

高

NSF
累積

投資金額
成長率※2
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Horizon
累積

投資金額
成長率※2
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アジェンダ

検討の示唆まとめ
4章

背景・目的、および分析手法の全体像
1章

MFTツリーの体系整理（設計思想と具体例）
2章

MFTツリーを用いた分析の試行
3章

分析手法例A：
重要社会課題解決に資する

研究・技術の可視化

分析手法例B：
研究・技術の注目度や動向、

投資状況の分析

分析手法例C：
諸外国に対する我が国の

研究・技術の投資状況の分析

MFTツリーを用いた分析手法

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理
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出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

検討の示唆まとめ

期待効果最大化
に向けて

今後検討すべきこと

 分野横断的×中長期的分析方法論の構築に向けた分析環境の整備
‒ データのアベイラビリティの向上

‒ 省庁間でのデータフォーマットの連携・統一

 分野を超えたステークホルダとの利用を見据えた、利用上の留意点の検証・整理
‒ 分野ごとの産業や技術特性の検証

‒ MFT⇔定量分析の相互FBによるチューニング

‒ 一度作って終わりではなく、環境・産業変化に合わせたアップデート

‒ ステークホルダ間でのフレーム特性の共通認識化

本方法論の
今後の発展可能性

 MissionとTechnologyを直接紐づけるのではなくFunctionを介すことで、
既存の技術枠組みを超えた分野横断的な視点から、重要な研究・技術を見出すことが可能

 MFTに社会的インパクトや、論文・特許動向、
国内の研究動向・投資動向、諸外国の投資動向等のデータを付与することで、
中長期的な社会的インパクトに資する重要な研究・技術や
世界の注目度や産業移管ステージを意識した研究・技術の可視化・分析が可能

 将来的には、本方法論を環境エネルギー以外の異分野へも展開することで、
分野横断的な省内連携や省庁間連携のコミュニケーションツールとしての活用も可能

目的・
全体像 例A 例B 例C まとめ

MFTを用いたデータ分析
手法概要

MFT
体系整理
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